






























































































公益法人の会計に関する諸課題の検討状況について（案） 

 

平成 26 年４月 日  

 

                       公益認定等委員会 

                        公益法人の会計に関する研究会 

 

１．はじめに 

 移行期間の終了も間近となった平成 25 年７月、公益認定等委員会は、公益法人の

会計に関する実務上の課題、公益法人を取り巻く新たな環境変化に伴う会計事象等

に的確に対応するため、公益法人の会計の諸課題の検討を行うことし、同委員会の

下で、公益法人の会計に関する研究会（以下「研究会」という。）を開催して、専門

的な観点から具体的な検討を行うことした。これを受けて、研究会では、同年８月

の初会合以来、公益法人や関係者からの意見聴取等を行いつつ、これまで議論を進

めてきた。 

 公益法人は、変動する社会経済情勢の下で継続的に活動を続けている。公益法人

の会計基準もそれに対応して反映をしていかなければならない。このため、「公益法

人の会計に関する諸課題を継続的に検討する」ために設けられたこの研究会にも、

特に設置期限は設けられていない（参考資料１）。しかしながら、今回の取組は、平

成 20 年 12 月の新公益法人制度の施行以来約５年振りに初めて、新制度の下での会

計上の課題を洗い出して検討を行うものであり、ある程度まとまった作業となる。

差し当たりこの作業には概ね１年程度を見込んでいるが、検討課題も多岐にわたる

ため、一連の検討を一通り終えて後に初めて取りまとめを行うよりも、途中で一度

その時点の検討状況について中間的な取りまとめを行い、公益認定等委員会に報告

を行うとともに、多様な利害関係者に対する情報提供の機会とすることが適切と考

えられた（資料４参照）。 

 この取りまとめは、以上のような経緯と考え方に基づくものである。したがって、

関係者におかれては、今後検討を行う課題も多いこと、及び、以下に言及する内容

についても引き続き検討を続けていく段階にあることに御留意を願いたい。 

 

２．新公益法人制度における会計基準と検討の対象 

公益法人は、会費や寄附金及び補助金を受け入れ、税制優遇を受けて公益目的に

資する事業を実施する社会的な存在である。このため、法人としてしっかりとした

経理処理、財産管理を行うとともに、その活動を財務諸表を通じて明らかにするこ

とが、多様な利害関係者に、ひいては国民に対して説明責任を果たす上で極めて重

要である。公益法人の会計処理を適正に行い、法人の財務状況を正確に表すため、

会計帳簿及び計算書類を作成する基準として、公益法人会計基準が定められている。

平成 20 年 12 月には新公益法人制度が施行され、独立した委員会等の関与の下で、

内閣総理大臣又は各都道府県知事が、法定された基準に従い公益法人の認定及び監

督を行うことになったが、この新たな制度を踏まえ、会計基準についても、内閣府
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の公益認定等委員会により「平成 20 年公益法人会計基準」（平成 20 年４月 11 日（平

成 21 年 10 月 16 日改正）。以下「平成 20 年会計基準」という。）」が策定された。 

 内閣府が平成 25 年７月に内閣府所管の公益法人・移行法人に対して行った「公益

法人会計基準適用についてのアンケート」においては、約 94％の法人が平成 20 年

会計基準を適用しており、平成 20 年会計基準が定着しつつある状況が伺われる。 

一方で、同アンケートでは、平成 20 年会計基準を適用している法人のうち約 20％

が、平成 20 年会計基準について、現場で実際に適用する観点から改善点を挙げてお

り、同基準をより使いやすくしてほしいという要望が見受けられる（資料１）。 

 また、公益法人の中間支援団体の一つである（公財）公益法人協会が平成 25 年６

月～７月に実施したアンケートでは、約 31％の法人が平成 20 年会計基準に「不都

合を感じている」という結果になっており、同協会では「計算書類を作成する公益

法人及びこれを閲覧する一般国民にとっては理解が容易ではない」としている（資

料２）。 

 加えて、会計監査の実施に責任を有する公認会計士の団体である日本公認会計士

協会から公益認定等委員会に提出された「公益法人会計検討のための体制の整備に

ついて（要望）」（平成 25 年７月 12 日。以下「公認会計士協会要望」という。）にお

いても、平成 20 年会計基準は、企業会計基準との関係性について「実務上の混乱」

が生じている点があり、これに「対処すべく早急に検討する必要がある」とされて

いる（資料３）。 

 このように、現在の公益法人会計の在り方については、各方面から課題が指摘さ

れている。研究会においては、平成 25 年 11 月末をもって新公益法人制度への５年

間の移行期間が終了し、民法に基づき設立された旧公益法人（特例民法法人）が基

本的になくなり、新公益法人制度が新たな段階に入っていくことになることを踏ま

えるとともに、法人にとってより利用しやすく、かつ適切な会計制度の在り方につ

いて議論を行うこととした。議論に当たっては、新公益法人制度を踏まえて策定さ

れた平成 20 年会計基準及び同運用指針 1を前提とし、また、小規模法人が多いとい

う公益法人の実務上の制約にも配慮した。 

 

３．課題の抽出 

 研究会はまず、上記の内閣府アンケートを参照するとともに、公益認定等委員会

委員及び内閣府に関連の要望等を提出した（公財）公益法人協会及び日本公認会計

士協会から意見を聴取し、検討課題及びその優先順位を議論 2し、その結果を委員

会に報告した（資料４）。その際、特に法人からの要望が高く、可能な限り早急な対

応が求められる小規模法人の負担軽減策について、優先的に整理・検討を行うこと

とした。 

 検討に際しては、明治 31 年（1898 年）の民法施行以来 110 年ぶりの大改革であ

1
 「公益法人会計基準」の運用指針（平成 20 年４月 11 日（平成 21 年 10 月改正）内閣府公益認定等委

員会） 

2 その際には、公益認定等委員会の常勤委員も出席し、意見を表明した。 
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る新公益法人制度が施行されてまだ５年であることを踏まえ 3、まずは制度の定着

を図ることが重要であることから、制度の運用改善を中心に据えることとした 4。 

 

４．課題の整理・検討状況 

 今回の検討においては、事業規模が小さい公益法人の負担の軽減ということが一

つの焦点となった。 

小規模法人の負担軽減策については、公益法人はその事業規模に関わらず税制優

遇を受ける責任ある社会的存在であるという観点と、事業規模も小さく事務処理の

体制も脆弱な法人にどこまでの対応を求めるのかという観点の両面から検討を行う

必要がある。また、改善策を具体化する際には、事業規模の小さい法人の範囲をど

のように設定するかについても検討が必要になる。研究会においては、法人へのヒ

アリングを行いつつ検討を行っているが、現在までの検討状況は、以下のとおりで

ある。 

 

①  財務三基準 5など制度に関連する検討課題 

 事業規模が小さい法人からは、公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する

法律（平成 18 年法律第 49 号。以下「認定法」という。）における財務三基準のうち、

収支相償（認定法第 14 条及び第５条第６号）の運用の弾力化等についての要望が強

かった。 

（収支相償） 

 「公益法人は、その公益目的事業を行うに当たり、当該公益目的事業の実施に要

する適正な費用を償う額を超える収入を得てはならない」とされている（認定法第

14 条）。収支相償は、財源を最大限に活用して受益者の範囲を可能な限り拡大する

ことを目的とした制度であるが、法人からの要望の背景には、特に小規模法人にお

いては毎期（毎事業年度）の収支が変動しやすい傾向にあることから、法人運営を

安定的に行うためには、複数年度にわたる収支を見た上で、事業の拡大等剰余金の

消費のための方法を決めたいという実態があるものと思われる。 

 具体的な要望や提案としては、以下のようなものがあった。（ⅰ）複数の公益目的

事業区分を有している場合であっても、複数の公益目的事業全体を一本とみなして

収支相償の判定を行うことはできないか。（ⅱ）現行の「特定費用準備資金」以外に、

公益目的事業に使用されることが確実な形での積立金として、「財政安定化資金」の

設置を認め、当該資金へ繰り入れることにより収支相償を満たすものと判定するこ

とはできないか。（ⅲ）事業年度ごとではなく、複数年の収支状況を対象に適合性を

判断することはできないか。 

 （ⅰ）については、事業区分は、事業の目的等の相違により法人自らが設定した

3
 ５年の移行期間の満了は平成 25 年 11 月末であり、当研究会の発足（平成 25 年８月）は、その満了

前であった。 
4
 ただし、法令・制度とはいえ運営の細目を定めているような場合もあり、また、当研究会が内閣府

の下で検討を行うことを考え、公益認定等委員会又は内閣府が制定改廃の権限ないし責任を有してい

る範囲、すなわち内閣府令レベル以下については、必要に応じて検討の視野に入れることとした。 
5
 公益目的事業比率、収支相償、遊休財産額の保有の規制 
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ものであり、「受益者の範囲の拡大」という目的を達成するためには、事業区分ごと

に収支相償が実現されていることを判定しているものと考えられるが、一方で法人

からは運営の自由を過度に制限することになっていないかという意見もあり、検討

を行った。 

 研究会の検討では、事業ごとに対象者が異なる場合、ある事業の対象者が他の事

業の対象者が支払うべき費用を肩代わりし、過大な負担を負うことになる可能性が

あるなどの問題点が指摘された。また、事業区分は法人の申請で設定されており、

合理的な理由があれば、法人が申請し委員会の認定を受けて公益目的事業の区分を

統合することが可能であるため、収支相償の判定を事業の区分と異なる区分で適用

する理由はないのではないか、との考えで概ね一致を見た。 

 （ⅱ）については、法人側から、特に内容を限定せず公益目的事業費に充てる財

産としての財政安定化資金を設けることができれば、災害等の不測の事態の際の公

益事業の二―ズにも対応でき、また剰余金の発生を抑制するための無駄な消費を防

止する効果もあることから、保有したいとの要望もあり、検討を行った。 

 研究会の検討では、使途を特定しないままに剰余金を確実に公益目的事業に使用

することをどのように担保できるのか、もしできないのならば税制優遇を受ける公

益法人として適切か、運用によっては、収支相償の趣旨を完全に没却することとな

らないかなどが論点となった。結局、「内容を限定しない」ことと「公益目的事業費

に充てること」の担保を両立させるための方策を見出すことは難しく、収支相償制

度のすり抜けになることを払拭できないのではないか、とされた。 

 （ⅲ）については、一般に公益目的事業は事業年度を単位として実施されるもの

であることから、認定法第 14 条に規定される費用と収入のバランス（「適正な費用

を償う額を超える収入を得てはならない」）という収支相償の判断も、事業年度単位

で行うことが原則となる。しかしながら、法人側からは、単年度では偶発的事象に

より収支相償を満たせない場合があり、複数年度の実績で判定することが合理的で

あるとか、また、収支を相償させるために無駄な支出を行うなどモラルハザードが

生じるといった意見もあり、検討を行った。 

 研究会の検討では、まず、仮に複数年度を対象に適合性を判断するとした場合に

は、途中年度で剰余金が発生しても、最終年度が終わるまで様子を見ることになる

が、他方では、当該複数年度の終了までに確実に収支相償するようにする 6ために

は、途中段階で対応策の検討等を求めることが必要にならざるを得ないではないか、

との指摘があった。一方、現在は、剰余金が発生した年度の翌年度に（すなわち、

前事業年度の決算を行うタイミングで）その対応策の検討を求めているが、事業の

拡大等の計画を立案するためには必要な予算の確保等のため一定の期間を要するこ

とから、困難な場合もある 7。このため、法人に責任ある経営を求める観点からは、

例えば、剰余金の生じた年度の翌年度に対応策検討のスケジュールの提出を求め、

6
 複数年度においてもなお収支相償を満たさない場合には、法人にとっても認定法違反の問題を免れ

得ないから、当該期間内における収支均衡は確実なものである必要がある。 
7
 法人においては、事業年度終了後３か月内に行う決算の確定時に剰余金の額を確定することになる

が、その時点までに当該剰余金の次年度以降の発生見込みを見極め、その計画的な使途や解消方法を

熟慮検討し、機関決定まで行うことは現実的に難しい場合があるとの指摘である。 
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当該年度又は次年度当初 8に剰余金解消のための具体的な計画を機関決定して提出

させるという案が検討された。この案については、制度の信頼性を損なうことはな

いか、どのようにすれば適正な運用のため必要な管理・監督ができるかなどの検証

が必要であり、引き続き検討課題として議論を深めることとした。 

（遊休財産規制） 

 公益法人の毎事業年度の末日における遊休財産額は、当該事業年度における公益

目的事業の実施費用の額の原則１年分を超えてはならないとされている（認定法第

16 条、第５条第９号等）。遊休財産規制についても、遊休財産の保有制限を緩和で

きないかとの要望が寄せられたため、運営上の改善事項がないか、検討を行った 9。 

 研究会の検討では、要望の理由が、例えば単年度において諸事情により公益目的

事業費が低くなってしまうことや期末時点において一時的に資金が多くなること 10

などであったため、必ずしも緩和が必要な理由には当たらないのではないかと考え

られた。 

 

②  財務諸表の様式に関する検討課題 

 平成 20 年会計基準において財務諸表の一部として位置付けられている貸借対照

表の内訳表の作成や法人会計区分の必要性について、法人側からは、事務負担の割

に必要性がどこまであるか理解できず疑問とする意見があった。 

（貸借対照表の内訳表） 

貸借対照表の内訳表については、公益認定等ガイドライン 11上、収益事業等から

生じた利益のうち 50％を超えて公益目的事業財産に繰り入れる法人については、内

訳表において会計を公益目的事業会計、収益事業等会計、法人会計の３つに区分し

て表示することとなっている。内訳表は、認定法第 18 条及び認定法施行規則 12第

24 条に基づく繰入れが行われているか否かを判断する意味があるものであるが、そ

のために、法人にとって事務負担の大きい様式が必要なのかという意見があった。 

これについて、研究会の検討では、小規模法人には事務処理の体制が盤石でない

という事情はあるとはいえ、公益法人一般に関係する問題であり、また、財務諸表

において公益目的事業財産を公益以外の事業に利用されないかをどのように検証す

るかという制度上の重要な問題にも関係するため、小規模法人に限定せずに引き続

き整理・検討を行うこととした。 

（正味財産増減計算書における法人会計区分） 

 正味財産増減計算書における法人会計区分については、認定法第 15 条に規定する

公益目的事業比率の算定のために、同条第３号の「公益法人の運営に必要な経常的

経費の額」を表示するものとして、平成 20 年基準上全ての法人に設けることを義務

付けている。これについて、法人側からは、例えば、公益目的事業のみ実施する法

8 具体的には、次年度の予算の策定に合わせて策定する等が考えられる  
9
 遊休財産の限度額（事業支出の１年分）そのものは法定されている。 

10
 例えば、会費納入時期が事業年度の末近くであるためなど法人の事情による場合 

11 「公益認定等に関する運用について」（平成 20 年 4 月 11 日（平成 25 年 1 月 23 日最終改正）内閣

府公益認定等委員会）。公益認定処分についての行政手続法第５条の定める審査基準に当たる。 
12 公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律施行規則（平成 19 年内閣府令第 68 号） 
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人については、法人会計区分を義務付けなくても、公益目的事業会計の中で同様の

内容を表現できるのではないかという意見があった。加えて、収益事業等を行う法

人についても義務付け廃止の検討対象とすべきではないかという意見もあった。 

研究会での検討では、後者の意見については、当該法人に法人会計区分を義務付

けないこととすると、法令上求められている収益事業等の利益の 50％の公益目的事

業費への繰入れが検証不可能になる（資料５）ため、適切ではないのではないかと

考えられた。一方で、公益目的事業のみ実施する法人については、そうした事情は

なく、また、対象を特に小規模な法人に限定する理由もないのではないかと考えら

れた。 

しかし、この場合、法人会計区分の作成の義務付け廃止にあたり、管理費の財源

（収益）をどのように考えるか、特に法人会計区分における剰余金をどのように取

り扱うかが論点になり、実効性のある負担軽減策について引き続き検討することと

なった。 

 

③  会計処理に関する検討課題 

（重要性の原則） 

平成 20 年会計基準では、重要性の乏しいものについて簡便な方法によることがで

きるとする「重要性の原則」が規定されており、平成 20 年会計基準の注解１におい

て適用例が掲げられている。そこで、小規模法人に対する負担軽減策について、既

存の当該規定の活用ができないか検討を行った。また、「中小企業の会計に関する指

針」（平成 17 年 8 月 1 日（平成 25 年 2 月 22 日最終改正）日本税理士連合会・日本

公認会計士協会・日本商工会議所・企業会計基準委員会）を参考とし、中小企業に

特有な処理として措置された会計処理項目の中で、公益法人の特徴を踏まえ小規模

法人に同様の措置を講ずることが可能なものがあるかについても、検討を行った。 

研究会の検討では、小規模法人については、法人の事務体制も脆弱な場合が多い

ため、重要性の原則の定めに従って、「重要性」の有無を判断することが難しいこと

を考慮し、小規模法人の運営において比較的影響の少ない一定の項目については、

一律に簡便な方法を認めることで概ね一致を見た。具体的には、①有価証券の評価

について「満期保有目的の債券」については、償却原価法を適用しないことができ

るのではないか、②「ファイナンスリース取引」については、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じて会計処理を行うことができるのではないか、③「税効果会計」は

適用しないことができるのではないか、④「財務諸表の注記」に関しては、継続事

業の前提に関する注記、重要な後発事象等一部の記載を省略できるのではないか、

ということなどである。（3 月 27 日研究会の結果を反映予定） 

（事業費・管理費の配賦基準） 

 公益法人は、毎事業年度の事業費総額のうち公益目的事業の実施費用が 50％以上

でなければならない（認定法第 15 条及び第５条第８号）。この公益目的事業比率を

算定するためには、事業費・管理費の配賦が必要となるため、例えば両者に共通す

る経費についても「適正な基準によりそれぞれの費用額に配賦」することとされて

いる（認定法施行規則第 19 条）。公益認定等ガイドラインにおいても、それぞれに
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含むことができる費目を例示するとともに、共通する費用を配賦する際の参考とな

る基準を示している。しかしながら、特に小規模法人においては、配賦する額が小

さい割には、毎事業年度の決算で配賦根拠を自ら整理して適用すること自体に事務

負担（及び果たしてどのような基準を用いれば「適正」に配賦したことになるのか

という挙証責任に伴う負担感）が大きく、改善を求める実需が大きいと考えられた

ため、検討を行った。 

 研究会の検討では、小規模法人の過度の負担を軽減し、法人の「身の丈」に合

った実行可能な方策を何らかの形で示せないかと議論した。具体案として、（ⅰ）事

業費と管理費の割合として一定値を利用してよいことにする、（ⅱ）管理費及び共通

費用の費目を定め、後者について一定割合で配賦してよいことにする、（ⅲ）共通費

用の配賦割合について、申請時等に用いた割合を継続的に使用することを原則認め、

「大きな状況変化」があった場合に、配賦割合を見直すこととするといった案が出

された（資料６）。（ⅰ）については、公益目的事業比率が常に一定になり、その把

握に問題があることから不適切、（ⅱ）については、管理費の費目と共通費の含まれ

る費目の範囲を確定できないので、困難、（ⅲ）については、配賦割合が一時的原因

で大きく変動した場合、その数値が継続的に利用されることをどう排除するか、ま

た「大きな状況変化」の明確な定義等の検討が必要なものの、多種多様な状況に置

かれている公益法人において、比較的現実的な軽減策であるとして引き続き検討す

ることとした。（3 月 27 日研究会の結果を反映予定） 

 

④  「小規模法人」の対象範囲について 

 以上の諸課題のうち、主に③の会計処理に関する検討課題については、簡便な会

計処理方法の対象とする事業規模の小さい法人の具体的な範囲をどのように考える

かが実務的に重要な問題となるため、検討に入った。 

 研究会では、収益、資産、寄附金・補助金の受領の有無等の定量的条件が検討さ

れた。また、併せて定性的な条件として、法人の自己規律の取組（例えば、自主的・

自発的に情報開示をインターネットで行っている等）を重視すること等を条件とす

る案も出された。（3 月 27 日研究会の結果を反映予定） 

 

５．今後の検討方針 

研究会では、昨年８月の発足以来これまで、小規模法人の負担軽減策を優先的な

検討課題として議論してきた。小規模法人といっても公益法人としての社会的責任

を担うものであり、この検討は、小規模法人のため別途の会計基準を定めようとす

るものではなく、あくまで、現行の会計基準の趣旨を踏まえ、できる限り運用上の

簡素化を図るものである。また、今後具体化した負担軽減策の適用にあたっては小

規模法人といえども原則的な会計処理を行うことが望ましいことに御留意を願いた

い。 

今後の検討に当たっては、小規模法人に対象を限らず議論することとした制度運

用の課題等については、委員会との連携の下引き続き議論を深めていくとするとと

もに、重要性の原則の適用等に関する技術的な課題については、実務面での検討を
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更に進めることとする。 

さらに、定期報告書類や個別の会計処理・表示の課題等の検討にも取り組むこと

としているところである。 

 新公益法人制度については、平成 25 年 11 月末までの５年間の移行期間を経て、

寄附の税制優遇を受ける特定公益増進法人は、旧公益法人制度時代の 862 法人から、

約 9,400 法人と 10 倍超に上る見込みである。また、全公益法人の実施する公益目的

事業費の総額は約２兆５千億円を超え、寄附金収入の総額は 2,200 億円に上ってい

る 13。我が国の経済を再生し、成長を持続的なものとするためには、「全ての人材

が、それぞれの持ち場で、持てる限りの能力を活かすことができる「全員参加」」 14

が重要であり、公益活動の発展に対する期待は大きい。それに応えるためには、新

公益法人制度の下で、国民の信頼を確保しながら、法人の公益活動の増進に資する

よう、制度の定着と普及を図っていくことが求められる。公益法人の会計の在り方

についても、寄附者を始めとする国民にとって分かりやすく、また法人にとっても

より利用しやすいものとしていく必要がある。研究会は、このような観点に立って、

新公益法人制度の普及促進の観点から、引き続き会計における課題の整理と対応策

の検討を行っていく予定である。 

 これらの検討の結果については、現段階では、本年中を目途に取りまとめる予定

としており、その後公益認定等委員会に報告・提出し、その審議を求めて、具体化

と実施を目指すこととしたいと考えている。 

 

 

 

13
 平成 24 年度の公益法人 5,494 法人の活動実績（事業報告等）による（資料７）。活動実績の報告に

ついては、毎事業年度終了後３か月以内に行政庁へ提出することになっている。 
14
 平成 25 年 4 月 19 日安倍内閣総理大臣「成長戦略スピーチ」より抜粋 
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特
に

小
規
模
法
人
に
と
っ
て
簡
便
な
会
計
処
理
方
法
を
具
体
的
に
示
し
て
ほ
し
い
。（
同
旨

7
件
）
 


 

公
益
法
人
に
つ
い
て
民
間
企
業
並
み
の
損
益
会
計
が
果
た
し
て
必
要
な
の
で
し
ょ
う
か
。
小

規
模
法
人
に
つ
い
て
は
、
簡
便
な
会
計
基
準
に
よ
る
方
法
も
あ
る
の
で
は
な
い
か
。（

同
旨

5

件
）
 


 

正
味
財
産
に
占
め
る
指
定
正
味
財
産
の
比
率
の
低
い
法
人
（
た
と
え
ば

3
0
％
以
下
）
や
指
定

正
味
財
産
の
金
額
が
小
さ
い
法
人
（
た
と
え
ば

5
億
円
以
下
）
に
つ
い
て
は
、
指
定
正
味
財

産
額
を
注
記
事
項
に
す
る
等
に
よ
り
、
正
味
財
産
を
一
般
正
味
財
産
と
指
定
正
味
財
産
に
区

分
し

な
い

方
法

も
あ

る
の

で
は

な
い

か
。
キ

ャ
ッ

シ
ュ
・
フ

ロ
ー

計
算

書
の

み
な

ら
ず

、
法

人
規
模
に
合
わ
せ
た
注
記
の
適
用
除
外
等
の
簡
便
な
表
示
を
許
容
す
べ
き
で
は
な
い
か
。
 


 

区
分
経
理
に
伴
い
元
帳
や
会
計
伝
票
数
が
増
加
し
、
事
務
負
担
が
増
加
し
て
い
る
。
少
人
数

で
経
理
事
務
を
行
っ
て
い
る
法
人
を
考
慮
し
て
、
事
務
負
担
が
軽
減
さ
れ
る
よ
う
に
改
善
し

て
ほ
し
い
。
 


 

事
務
局
が
一
人
の
法
人
で
は
、
給
与
手
当
と
し
て
実
質
的
に
本
人
の
報
酬
等
が
開
示
さ
れ
る

の
と
同
然
に
な
る
。
財
務
諸
表
で
の
表
示
の
仕
方
を
検
討
し
て
い
た
だ
き
た
い
。
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〇
会
計
と
税
務
に
お
け
る
表
記
の
一
本
化
 


 
会
計
上
の
話
と
税
務
上
の
話
で
乖
離
し
て
い
る
部
分
が
散
見
さ
れ
る
印
象
が
あ
る
の
で
、
一

本
化
さ
れ
る
と
い
い
。
（
同
旨

1
件
）
 

 
 
 

○
公
益
法
人
会
計
基
準
の
適
用
の
在
り
方
 


 
企
業
会
計
基
準
を
適
用
す
る
ほ
う
が
よ
い
。
（
同
旨
５
件
）
 


 
新

規
に

設
立

し
た

一
般

社
団

・
財

団
法

人
に

は
、

準
拠

す
べ

き
会

計
基

準
が

明
確

で
な

い
。

明
示
さ
れ
た
い
。
 


 
公
益
目
的
支
出
計
画
が
完
了
し
た
一
般
社
団
・
財
団
法
人
も
準
拠
す
べ
き
会
計
基
準
を
明
示
、

ま
た
は
会
計
基
準
を
設
定
し
て
ほ
し
い
。
 


 
一

般
社

団
・

財
団

法
人

が
適

用
す

る
会

計
基

準
に

つ
い

て
、

一
般

社
団

・
財

団
法

人
法

施
行

規
則
第

2
1
条
及
び
Ｆ
Ａ
Ｑ
問

V
I
-
４
-
(
1
)
又
は
(
2
)
で
示
し
て
い
る
と
お
り
、「

一
般
に
公
正

妥
当

と
認

め
ら

れ
る

会
計

基
準

そ
の

他
の

会
計

慣
行

に
よ

る
こ

と
」

が
求

め
ら

れ
て

い
る

こ

と
及
び

2
0
年
会
計
基
準
は
、「

一
般
社
団
・
財
団
法
人
に
義
務
付
け
る
会
計
基
準
で
は
な
く
、

法
人
の
会
計
処
理
の
利
便
に
資
す
る
も
の
」
の
考
え
を
踏
襲
し
て
検
討
さ
れ
る
こ
と
。
 


 
開
示
書
類
、
理
事
会
・
評
議
員
会
説
明
書
類
等
に

2
0
年
基
準
の
書
式
を
使
用
し
て
い
る
が
、

病
院

事
業

等
の

管
理

に
は

病
院

会
計

準
則

の
形

式
で

の
計

算
書

、
補

助
金

で
の

事
業

の
報

告

に
は

収
支

計
算

書
を

別
途

作
成

し
て

い
る

。
各

事
業

を
継

続
的

に
実

施
す

る
に

は
効

率
的

な

運
営
管
理
が
必
要
だ
が
、
そ
の
た
め
に
必
要
な
数
値
は

2
0
年
基
準
に
よ
る
計
算
書
で
は
得
ら

れ
な

い
。

学
会

運
営

に
整

合
し

た
会

計
基

準
と

す
る

ほ
う

が
よ

い
（

学
会

運
営

の
法

人
か

ら

の
記
載
）
。
 

 Ⅱ
．

財
務

基
準

に
関

す
る

ご
意

見
（

7
3
件

）
 

○
区
分
経
理
関
係
 


 
法
人
会
計
区
分
は
不
要
で
は
な
い
か
。
（
同
旨

1
3
件
）
 


 
区
分
経
理
は
必
要
な
い
の
で
は
な
い
か
。
（
同
旨

1
2
件
）
 


 
流

動
資

産
の

各
預

金
に

つ
い

て
ま

で
、

公
益

事
業

会
計

と
法

人
会

計
に

分
け

る
の

は
、

不
可

能
で
は
な
い
か
。
現
金
・
預
金
の
区
分
経
理
の
効
率
的
な
管
理
方
法
を
示
さ
れ
た
い
。（

同
旨

9
件
）
 


 
公

益
目

的
事

業
(
１

つ
)
の

み
を

行
う

法
人

の
場

合
に

、
正

味
財

産
増

減
計

算
書

内
訳

表
等

の

必
要
性
を
感
じ
な
い
。
簡
便
な
方
法
を
検
討
し
て
ほ
し
い
。
（
同
旨

8
件
）
 


 
認

定
法

等
と

会
計

基
準

が
混

同
し

て
い

る
が

、
貸

借
対

照
表

内
訳

表
の

作
成

の
意

義
を

再
検

討
し
て
ほ
し
い
。
作
成
す
る
場
合
に
は
作
成
の
方
法
を
示
し
て
ほ
し
い
。
（
同
旨

6
件
）
 


 
管

理
費

の
配

賦
作

業
が

非
常

に
煩

雑
で

あ
る

。
配

賦
作

業
の

簡
素

化
の

仕
組

み
を

示
し

て
ほ

し
い
。
（
同
旨

1
件
）
 


 
正

味
財

産
計

算
書

内
訳

表
及

び
貸

借
対

照
表

内
訳

表
の

作
成

方
法

に
つ

い
て

、
運

用
指

針
等

10
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で
具
体
的
に
明
示
し
て
ほ
し
い
。
具
体
的
な
仕
訳
方
法
等
が
明
ら
か
に
さ
れ
て
い
な
い
。
 


 
財

務
諸

表
の

内
訳

表
は

主
に

公
益

目
的

支
出

計
画

の
た

め
（

当
財

団
の

場
合

）
に

の
み

作
成

さ
れ

て
い

る
た

め
、

必
ず

し
も

事
業

ご
と

の
収

益
と

損
益

の
状

況
を

客
観

的
に

示
す

も
の

と

な
っ
て
い
な
い
。
会
計
基
準
の
中
で
内
訳
表
の
位
置
付
け
を
明
ら
か
に
す
べ
き
と
思
わ
れ
る
。

会
計

区
分

ご
と

の
資

産
管

理
は

煩
雑

で
あ

る
。

法
人

会
計

の
財

源
を

公
益

目
的

事
業

会
計

か

ら
充

て
ら

れ
る

よ
う

、
柔

軟
な

制
度

に
し

て
頂

き
た

い
。

寄
付

金
募

集
に

あ
た

り
、

予
め

法

人
会
計
の
割
合
を
示
す
の
は
困
難
。
 

 ○
収
支
相
償
関
係
 


 
事

業
収

入
で

運
営

を
し

て
い

る
法

人
は

、
収

支
相

償
を

厳
格

に
適

用
し

た
場

合
、

将
来

事
業

運
営
が
立
ち
行
か
な
く
な
っ
て
し
ま
う
と
い
う
危
機
感
が
あ
る
。
（
同
旨

2
件
）
 


 
年

度
に

よ
っ

て
は

偶
発

的
事

象
に

よ
り

収
益

が
超

過
し

、
収

支
相

償
を

満
た

せ
な

い
場

合
が

あ
る
。
収
支
相
償
を
数
年
間
の
実
績
で
判
定
す
る
な
ど
、
判
定
方
法
を
柔
軟
化
で
き
な
い
か
。

（
同
旨

1
件
）
 


 
会
計
の
目
的
は
適
正
な
期
間
損
益
計
算
に
あ
る
が
、「

収
支
相
償
」
は
会
計
処
理
に
恣
意
性
を

介
入
さ
せ
る
温
床
と
な
る
可
能
性
が
あ
る
た
め
、
廃
止
す
べ
き
。
 

 
 
 

○
公
益
目
的
事
業
比
率
関
係
 


 
費
用
の
配
賦
方
法
を
簡
素
化
し
て
ほ
し
い
。
（
同
旨

5
件
）
 


 
平

成
２

０
年

基
準

に
お

い
て

は
、

事
業

費
に

「
従

来
の

管
理

費
の

一
部

」
が

加
算

さ
れ

る
こ

と
に

な
っ

て
い

る
。

議
員

会
・

理
事

会
等

の
直

接
費

用
を

除
い

た
管

理
費

を
合

理
的

な
基

準

に
基

づ
き

按
分

し
、

公
益

目
的

事
業

・
収

益
事

業
に

関
す

る
部

分
を

事
業

費
と

し
て

計
上

す

る
こ

と
に

な
る

が
、

会
計

本
来

の
デ

ィ
ス

ク
ロ

ー
ジ

ャ
ー

の
観

点
か

ら
は

法
人

の
損

益
が

わ

か
り
に
く
く
な
っ
た
。
配
賦
に
つ
い
て
、
具
体
的
か
つ
明
確
な
基
準
を
示
し
て
ほ
し
い
。
 

 Ⅲ
．

公
益

法
人

に
特

有
な

会
計

上
の

論
点

（
Ⅱ

.
以
外

）
に

つ
い

て
の

ご
意

見
（

7
1
件

）
 

○
有
価
証
券
の
評
価
方
法
等
関
連
 


 
売

買
目

的
以

外
で

時
価

評
価

し
て

い
る

有
価

証
券

に
つ

い
て

「
全

部
純

資
産

直
入

法
」

や
、

取
得
価
額
の
ま
ま
時
価
情
報
の
注
記
と
い
う
方
法
を
認
め
て
ほ
し
い
。
（
同
旨

4
件
）
 


 
売

却
損

益
、

償
還

損
益

の
取

り
扱

い
に

つ
き

、
評

価
損

益
等

と
は

区
分

し
て

表
示

す
る

よ
う

検
討
し
て
ほ
し
い
。
（
同
旨

1
件
）
 


 
2
0
年

会
計

基
準

に
従

っ
て

評
価

損
益

等
に

て
当

期
経

常
増

減
額

の
調

整
を

行
っ

て
い

る
が

、

外
貨

の
換

算
差

額
等

、
会

計
基

準
上

評
価

損
益

等
に

含
ま

れ
る

も
の

と
そ

う
で

な
い

も
の

の

区
分

の
ベ

ー
ス

に
あ

る
基

本
的

な
考

え
方

が
よ

く
理

解
で

き
ず

、
結

果
算

出
さ

れ
る

評
価

前

当
期

経
常

増
減

額
に

つ
い

て
も

説
明

等
に

苦
慮

し
て

い
る

。
公

益
認

定
の

財
務

基
準

判
定

の

基
礎
と
な
る
も
の
な
の
で
、
詳
細
な
解
説
が
ほ
し
い
。
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○
事
業
費
・
管
理
費
科
目
関
連
 


 
管

理
費

の
取

扱
要

領
に

つ
い

て
、

科
目

ご
と

の
具

体
的

な
取

扱
要

領
の

例
示

を
示

し
て

ほ
し

い
。（

同
旨

1
件
）
勘
定
科
目
名
が
公
益
法
人
独
自
で
あ
る
。
企
業
会
計
基
準
の
一
般
的
な
勘

定
科
目
名
と
揃
え
た
方
が
わ
か
り
や
す
い
の
で
は
な
い
か
。
（
同
旨

1
件
）
 


 
勘

定
科

目
に

つ
い

て
、

従
来

の
事

業
形

態
科

目
に

近
い

形
（

例
：

総
会

費
、

理
事

会
費

）
に

で
き
な
い
か
。
（
同
旨

1
件
）
 


 
経
常
外
増
減
の
部
の
科
目
の
利
用
内
容
の
解
説
が
ほ
し
い
。
 


 
事
業
費
と
管
理
費
の
区
別
が
曖
昧
で
あ
り
、
管
理
費
総
額
の
表
示
が
困
難
。
 

 

 
○
指
定
正
味
財
産
か
ら
一
般
正
味
財
産
へ
の
振
替
 


 
指

定
正

味
財

産
の

一
般

正
味

財
産

に
振

り
替

え
る

際
の

勘
定

科
目

名
に

ば
ら

つ
き

が
あ

る
。

統
一
性
が
必
要
で
は
な
い
か
。
 


 
指

定
正

味
財

産
か

ら
一

般
正

味
財

産
へ

の
振

替
と

い
う

考
え

が
分

か
り

に
く

い
。（

振
替
処

理
を
や
め
て
、
一
般
正
味
財
産
、
指
定
正
味
財
産
内
で
完
結
で
き
る
よ
う
な
記
帳
に
か
え
ら

れ
な
い
で
し
ょ
う
か
。
）
 

 

〇
財
務
諸
表
上
の
様
式
・
勘
定
科
目
 


 
財
産
目
録
の
情
報
開
示
は
ど
の
程
度
必
要
か
、
記
載
内
容
を
再
検
討
し
て
ほ
し
い
。（

同
旨

2
件
）
 


 
公

益
目

的
事

業
以

外
の

事
業

を
収

益
事

業
等

と
表

示
し

た
場

合
、

本
来

の
収

益
事

業
と

紛

ら
わ

し
い

た
め

混
乱

が
あ

る
。

収
益

事
業

等
で

は
な

く
新

し
い

表
示

文
言

を
検

討
し

て
ほ

し
い
。
 


 
貸

借
対

照
表

に
お

い
て

正
味

財
産

の
基

本
財

産
及

び
特

定
資

産
へ

の
充

当
額

を
(
)
書

き
で

表
記

し
て

い
る

が
、

別
途

、
財

務
諸

表
に

対
す

る
注

記
に

お
い

て
も

そ
の

内
訳

を
詳

細
に

記
載

し
て

お
り

、
重

複
し

て
い

る
た

め
、

貸
借

対
照

表
に

お
け

る
当

該
表

記
を

廃
止

す
べ

き
。
 


 
一
般
財
団
法
人
は
財
務
諸
表
の
名
称
、
科
目
等
に
つ
い
て
企
業
会
計
と
同
じ
に
す
べ
き
。
 


 
注
記
が
分
か
り
難
い
。
 


 
「

財
務

諸
表

に
対

す
る

注
記

」
の

「
基

本
財

産
お

よ
び

特
定

資
産

の
増

減
額

な
ら

び
に

そ

の
残

高
」

に
つ

い
て

雛
型

が
示

さ
れ

て
い

る
が

、
そ

の
雛

型
の

「
当

期
増

加
額

」
や

「
当

期
減

少
額

」
欄

に
は

合
計

額
を

記
載

す
る

扱
い

と
な

っ
て

お
り

、
内

訳
が

わ
か

ら
な

い
。

情
報
開
示
の
観
点
か
ら
は
内
訳
を
作
成
す
べ
き
で
は
な
い
か
。
 

 

○
正
味
財
産
増
減
計
算
書
及
び
正
味
財
産
増
減
計
算
書
内
訳
表
関
係
 


 
資
金
ベ
ー
ス
の
資
料
の
ほ
う
が
分
か
り
や
す
い
と
思
い
ま
す
。
（
同
旨

1
1
件
）
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理
事
会
、
総
会
時
に

2
0
年
会
計
基
準
で
書
類
を
示
し
て
も
分
か
り
難
い
と
の
ご
指
摘
を
受

け
て
、
1
6
年
会
計
基
準
か
ら

2
0
年
会
計
基
準
へ
の
移
行
３
年
程
度
、
説
明
資
料
を
別
個
に

作
成

し
て

説
明

を
し

て
い

た
。

個
々

の
事

業
が

支
出

で
追

え
る

よ
う

に
考

え
て

ほ
し

い
。

（
同
旨

7
件
）
 


 
法

人
全

体
の

各
科

目
の

合
計

が
一

覧
で

き
な

い
た

め
、

正
味

財
産

増
減

内
訳

書
で

事
業

費

と
管

理
費

を
段

違
い

に
す

る
の

で
は

な
く

、
並

列
で

表
示

す
る

形
式

に
し

て
頂

き
た

い
。

（
同
旨

4
件
）
 


 
正

味
財

産
増

減
計

算
書

と
正

味
財

産
増

減
計

算
書

内
訳

表
は

科
目

が
同

一
で

あ
る

の
で

、

重
複

感
が

強
い

。
評

議
員

会
等

に
お

い
て

公
益

認
定

基
準

と
の

関
連

で
説

明
を

す
る

必
要

が
あ
る
が
、
そ
の
説
明
に
は
内
訳
表
が
至
便
で
あ
る
。「

内
訳
表
に
計
算
書
の
内
容
を
す
べ

て
具

備
さ

せ
る

た
め

、
計

算
書

だ
け

の
項

目
で

あ
る

前
年

度
実

績
と

そ
の

増
減

を
内

訳
表

に
追
加
記
載
し
た
場
合
は
計
算
書
は
作
ら
な
く
て
よ
い
」
こ
と
と
し
た
ら
よ
い
。
（
同
旨

4

件
）
 


 
予
算
書
の
名
称
に
つ
い
て
、「

収
支
予
算
書
」
だ
と
以
前
の
資
金
収
支
予
算
書
と
誤
解
さ
れ

や
す
い
の
で
、「

損
益
予
算
書
」
或
い
は
「
正
味
財
産
増
減
予
算
書
」
の
よ
う
な
名
称
に
変

更
し
て
ほ
し
い
。
（
同
旨

3
件
）
 


 
財

務
諸

表
の

様
式

に
、

税
金

（
法

人
税

住
民

税
お

よ
び

事
業

税
）

の
記

載
箇

所
が

明
示

さ

れ
て
い
な
い
。
（
同
旨

2
件
）
 


 
正
味
財
産
増
減
計
算
書
で
期
首
・
期
末
の
正
味
財
産
残
高
は
不
要
で
は
な
い
か
。
（
同
旨

1

件
）
 


 
貸

借
対

照
表

内
訳

表
を

作
成

し
な

い
場

合
、

正
味

財
産

増
減

計
算

書
内

訳
表

の
正

味
財

産

残
高
に
つ
い
て
は
記
載
で
き
な
い
の
で
は
な
い
か
。
（
同
旨

1
件
）
 


 
法
人
会
計
の
区
分
は
不
要
。
管
理
費
は
各
事
業
区
分
に
表
示
す
べ
き
。
 


 
正

味
財

産
増

減
計

算
内

訳
書

は
、

表
は

大
き

い
が

内
容

が
空

虚
な

た
め

不
評

で
あ

り
、

ま

た
会
員
よ
り
見
づ
ら
い
と
い
う
意
見
が
多
い
。
 


 
正

味
財

産
増

減
計

算
書

に
お

け
る

資
金

収
支

の
情

報
の

注
記

で
資

金
に

関
す

る
情

報
を

補

足
で
き
な
い
か
。
 


 
予
算
準
拠
が
義
務
で
な
く
な
っ
た
の
な
ら
、
収
支
予
算
書
も
義
務
化
は
や
め
て
ほ
し
い
。
 

 Ⅳ
．

定
期

報
告

書
類

等
と

会
計

の
関

係
（

5
件

）
 


 
決
算
書
類
を
定
期
提
出
書
類
に
代
替
で
き
な
い
か
。
（
同
旨

2
件
）
 


 
事
業
報
告
等
に
係
る
提
出
書
類
の
軽
減
、
ま
た
は
社
員
総
会
に
用
い
て
い
る
資
料
で
、
報
告

事
項
を
補
完
で
き
る
と
事
務
の
簡
素
化
に
つ
な
が
る
。
（
同
旨

1
件
）
 

 

以
上

 

12



いわゆる平成２０年公益法人会計基準について
（公法協の評価）

１ 法制上の遵守基準と融合した精緻な会計基準

２ 遵守基準を精査する立場の行政にとっては便利な会計基準

３ しかし、計算書類を作成する公益法人及びこれを閲覧する一
般国民にとっては理解が容易ではない会計基準

2013/8/5 公益財団法人公益法人協会 1

資料２

（参考） 公法協ウェブアンケート
（平成25年6月～7月実施）

質問９：公益法人は、事実上「平成20年公益法人会計基準」に則って

会計処理を行うこととなっているが、同基準について、何らかの不都
合がありますか。

1. 不都合は感じていない 841 51.8%

2. 不都合を感じている 499 30.7%

3. わからない 283 17.4%

2013/8/5 公益財団法人公益法人協会

発信先件数 ６，７１０
回答件数 １，６２３

2

13



14

CO793574
スタンプ



公益法人の会計に関する研究会検討課題とスケジュール 

 

平成２５年１１月１日 

 

１．検討課題 

（優先順位Ａ） 

 ○小規模法人の負担軽減策 

 適用除外・簡略化の方法及び内容（○公E

A・A○会E

A・A○委E

A・A○アE

A） 

 小規模法人の定義（ A○公E

A・A○会E

A・A○委E

A・A○アE

A） 

 

○公益法人会計基準の適用の在り方 

 しん酌すべき会計基準について（A○会E

A） 

→議論の前提としての意見交換 

 基準に規定が無い場合の対応（A○会E

A） 

 

〇制度と会計基準の分離可能性（○公） 

→個別項目の議論の前提として意見交換 

 

〇法人会計の区分（必要性）（○公・○ア） 

 

〇財務諸表上の様式・勘定科目の改善（○公・○会・○ア） 

 貸借対照表内訳表の必要性（○公E

A・A○アE

A） 

 正味財産増減計算書及び正味財産増減計算書内訳表（A○会E

A・A○アE

A） 

 

（優先順位Ｂ） 

 〇財務三基準の解釈・適用 

    以下について、公益法人の目的・特性を踏まえて、会計処理の具体的方法の

改善についてどう考えるか。 

 収支相償（ A○公E

A・A○会E

A・A○委E

A）  

 公益目的事業比率（A○公E

A・A○アE

A） 

 遊休財産規制（A○公E

A・A○会E

A・A○委E

A） 

 

〇定期報告書類 

 別表 Hと財務諸表の関係（A○公E

A・A○会E

A・A○アE

A） 

資料４ 
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 〇財務三基準以外の個別項目 

日本公認会計士協会における検討結果を踏まえて議論 

 

 有価証券の評価方法等の考え方、表示方法（A○会E

A・A○アE

A） 

 事業費・管理費科目の考え方と表示（A○公E

A・A○会E

A・A○アE

A） 

 指定正味財産から一般正味財産への振替の考え方（A○公E

A・A○会E

A・A○アE

A） 

 他会計振替の考え方（A○公E

A・A○会E

A・A○アE

A） 

 平成 20 年基準で適用可否が明示されていない企業会計基準、又は平成

20年基準と一部会計上の取扱いが異なる企業会計基準への対応（A○会E

A） 

 個別の企業会計基準が改正された場合の平成２０年基準における対応 

の在り方（A○会E

A） 

 財産目録の使用目的等欄の表示の必要性（A○アE

A） 

 正味財産増減計算書における資金収支の情報の注記（A○公E

A・A○アE

A） 

 

（優先順位Ｃ） 

〇定期報告書類等 

 定期報告書類別表 C(2)の控除対象財産と財務諸表の関係（A○公E

A・A○会E

A） 

 移行法人の実施事業資産と財務諸表の関係（A○公E

A・A○会E

A） 

 

○会計基準の設定主体の在り方（○公・○会） 

 

〇法人類型ごとの適用する会計基準の明確化（○ア） 

 

 

※検討課題については、議論の結果、変更することも想定される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※検討課題提出元 

○公：公益財団法人公益法人協会 

○会：日本公認会計士協会 

○委：委員 

○ア：アンケート結果 
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２．スケジュール 

 

●取りまとめの時期等は、検討過程において変更がありうる。 

●節目において、委員会に報告予定。 

 

開催日時 項目 

１０月 

 

〇検討課題優先順位、スケジュールについての議論 

〇他制度や海外での小規模法人の取り扱い 

１１月～２月 

概ね４回程度 

〇小規模法人の負担軽減策 

〇会計基準の適用の考え方の整理 

〇その他主な優先順位Ａの事項について議論 

３月～８月 

概ね５回程度 

〇財務三基準の解釈・適用 

〇別表Ｈの改善策について意見交換 

〇その他主な優先順位 B、C の事項について議論 

年内目途 〇検討結果の最終まとめ 
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公益目的
事業費

（１）現行

（２）法人会計を設けない場合

①公益目的事業のみの法人 ②収益事業等も行う法人

法人会計

事業費

管理費

収益事業等会計公益目的事業会計

利益の50％
繰入れ

法人の運営に
必要な

経常的経費

事業費

管理費
法人の運営
に必要な

経常的経費

事業費

管理費
法人の運営
に必要な

経常的経費

法人の運営
に必要な

経常的経費

公益目的
事業費

本来の繰入れ

×事業費への繰入れか検証不能

管理費にも繰入れ可能！

○繰入れは不要

法人会計区分の作成を義務付けない法人の検討

収益事業等会計公益目的事業会計公益目的事業会計

（義務付けないことを検討）

資料５

小規模法人の事業費・管理費の配賦に係る検討
案１ 法人は、事業費と管理費の割合として一定値を利用してよいことにする

a

b

a

b

a

b

事
業
費

管
理
費

・・・ 公益目的事業比率が 常に一定になり不適切ではないか

案２ 管理費及び共通費用の費目を定め、法人は共通費用の費目について一定割合で配賦してよいことにする

c

d

c

d

c

d

共通費用の費目
事
業
費

管
理
費

論点

①管理費の費目と共通費の含まれる費目の範囲を確定できるのか。
② 両者に該当しない費目は、仮に法人の運営に使われるものを含
んでいても事業費として取り扱われるため、公益目的事業比率の
算定に影響する。影響が問題にならないような制度設計が可能か。

自動的に公益目的事業比率の判定を
クリアすることになりかねない

案３ 共通費用の配賦割合を申請時又は直近の年度に用いた割合を継続的に使用することを原則認め、「大きな状
況変化」があった場合に、配賦割合を見直すこととする。

申請時 or直近年度 次年度報告

e

f

共通費用

e

f

fe新費目

共通費用 ① 事業費・管理費・共通費用に区分するのは法人の自己判断
② 「大きな状況変化」について、法人の状況が多種多様のため、
明確に定義できるか

③ 特別な事情があった年度に管理費・事業費の比率が一時的
に変動する可能性がある。法人が利用しようとする割合が継続
的に利用可能なことをどう担保するか

論点

資料６
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本資料は、公益法人から行政庁（内閣府又は都道府県）に提出された平成24年度の活動実績（同年度中に事業年度を終了した法人の活動実績）を報告する
定期提出書類（事業報告等）に基づき集計したものです。活動実績の報告については、１事業年度経過後３か月以内に行政庁へ提出することとなっています。

公益法人 5,494法人 （内閣府 1,649（社団516・財団1,133）、都道府県3,845（社団1,836・財団2,009）)

行政庁・
社団財団の別

寄附金収入（億円） 公益目的事業比率（％） 公益目的事業費（億円） 正味財産額（億円）

合計 平均値 中央値 合計 平均値 中央値 合計 平均値 中央値 合計 平均値 中央値

内閣府
1,649

社団
516

121.2
(117.1)

0.2
(0.5)

0.007
(0.008)

‐
80.4

(79.4)
82.1

(80.2)
3,226.5

(1,269.8)
6.3

(5.8)
0.8

(0.9)
5081.8

(1,298.9)
9.9

(6.0)
0.9

(1.0)

財団
1,133

1,333.7
(924.3)

1.2
(1.5)

0.08
(0.1)

‐
84.5

(83.5)
87.0

(86.6)
6,554.7

(4,119.4)
5.8

(6.8)
0.9

(0.9)
44,303.6

(26,011.4)
39.3

(43.2)
9.2

(10.8)

都道府
県
3,845

社団
1,836

21.3 0.01 0 ‐ 85.2 95.2 4,542.6 2.5 1.1 2,776.8 1.5 0.3

財団
2,009

722.1 0.4 0 ‐ 84.9 87.4 11,533.1 5.8 0.8 30,084.0 15.1 3.6

合計 5,494 2198.4 0.4 0 ‐ 84.5 87.9 25,856.9 4.7 0.9 82,246.2 15.1 1.7

※１ （）内は前年度（内閣府所管公益法人824法人（社団218・財団606））の数値（都道府県所管法人は前年度数値を把握していません。）

※２ 四捨五入により、内訳の計と合計欄の数値が一致しない場合があります。

２兆5,000億円を超える公益活動を実施
内閣府所管法人は、
平成23年度 約5,389億円 24年度 約9,781億円

1.8倍に

寄附金収入総額は約2,198億円
内閣府所管法人は、
平成23年度 約1,041億円 24年度 約1,455億円

1.4倍に

内閣府所管法人は、公益目的事業比率が上昇傾向
平均値 平成23年度 81.2% 24年度 82.5%

新制度の下で公益の規模が着実に拡大

財務

公益法人等の現況（平成24年度事業報告等の暫定集計） 資料７
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○ 公益法人の会計に関する諸課題の検討について（平成25年７月12日公益認定等委員会） 
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○ 公益法人の会計に関する研究会審議経過 
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公益法人の会計に関する諸課題の検討について 

 

平成25年7月12日 

公益認定等委員会 

 

１ 趣旨 

  公益法人の会計に関する実務上の課題、公益法人を取り巻く新たな環境変化に伴う会計事

象等に的確に対応するため、公益認定等委員会（以下「委員会」という。）（注1）において、

公益法人の会計に関する諸課題の検討を行うものとする。 

 （注1）現行の公益法人会計基準（20年基準）は、公益認定等委員会が平成20年4月に作成し、同21年10月

に改定した。 

 

２ 検討課題 

  日本公認会計士協会及び公益法人側の双方から公益法人の会計に関する実務上の諸課題を

聴取し、検討課題を整理した上で、順次検討する。 

 

３ 検討の体制と手順 

  専門的な観点から具体的な検討を行うため、委員会の下に研究会を設け、常勤委員会議（注

2）で審議方針の整理を行い、最終的には委員会で審議し、方針を決定する。 

 

 (1) 研究会の構成 

  公益法人の会計に関する学識経験者又は公認会計士数名に委員会委員長から参与を委嘱

し、研究会を構成する。研究会には、公認会計士である常勤委員がオブザーバー参加する。 

 

 (2) 委員会との関係、検討プロセス等 

  ○ 日本公認会計士協会及び公益法人側の双方から、実務上の課題の提示を受けた上で、

検討課題を整理する。 

  ○ 検討過程では、必要に応じ、実態及び論点案についてのアンケート、法人からのヒア

リング、改正案のパブリックコメントの実施等を行う。 

○ 他の案件と同様、審議方針の整理のため、節目において常勤委員会議（注2）で議論す

る。 

○ 最終的には、委員会の場で審議し、方針を決定する。 

 

 （注2）３人の常勤委員のほか、公認会計士である非常勤委員も参加する拡大会議とする。 

 

４ 任期、スケジュール等 

  ○ 今後、公益法人の会計に関する諸課題を継続的に検討するため、研究会の設置期限は設

けない。なお、構成員の任期は毎会計年度とする。 

○ 研究会の開催頻度は、当面、１か月に１回程度とする。 
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（参考図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

公益法人の会計に関する研究会 
専門的、実務的観点から具体的検討 
会計学の学識経験者、公認会計士等の専門家５～６
人で構成（20年基準の検討からの継続性に配慮） 
※小森委員がオブザーバー参加 

節目で検討・審議の方針を整理 
（必要に応じ研究会と合同開催） 

方針等の決定 

拡大常勤委員会議 

（常勤委員（３人）＋北地委員） 

公益認定等委員会 
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公益認定等委員会 

公益法人の会計に関する研究会 

構成員名簿 

 

 

 

 梶川 融  日本公認会計士協会副会長 

 

 

 金子良太  國學院大學経済学部教授 

 

 

 上倉要介  日本公認会計士協会非営利法人委員会委員長 

 

 

 高山昌茂  協和監査法人代表社員 

 

 

 長 光雄  新日本有限責任監査法人シニアパートナー 

 

 

 中田ちず子 中田公認会計士事務所、公益財団法人公益法人協会監事 

 

 

（50音順） 

（オブザーバー） 

 小森幹夫  公益認定等委員会委員 

 

 

 
（注）高山参与、長参与の両氏は、現行の公益法人会計基準（平成 20 年会計基準）を検討した当時の「会計

に関する研究会」の構成員です。 
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公益認定等委員会 

公益法人の会計に関する研究会 

審議経過 

 

 

第１回 平成25年８月５日（月） 

○ 研究会の運営について 

○ 公益財団法人公益法人協会からの意見聴取 

○ 日本公認会計士協会からの意見聴取 

○ 公益法人会計基準適用についてのアンケート結果（速報） 

○ 今後のスケジュール 

 

第２回 平成25年９月19日（木） 

○ 公益認定等委員会委員からの意見 

○ 公益法人会計基準適用についてのアンケート結果 

○ 検討課題について 

 

第３回 平成25年10月24日（木） 

○ 検討課題優先順位、スケジュールについて 

○ 他制度や海外での小規模法人の取扱い 

 

第４回 平成25年11月18日（月） 

○ 小規模法人の負担軽減についてのヒアリング 

・（公益財団法人）国際医療技術財団 

・（公益社団法人）全日本断酒連盟 

○ 公益法人会計基準の適用の在り方 

○ 制度と会計基準の分離可能性についての意見交換 

 

第５回 平成25年12月９日（月） 

○ 小規模法人の負担軽減策について 

 

第６回 平成26年１月27日（月） 

○ 小規模法人の負担軽減策について 
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第７回 平成26年２月28日（金） 

○ 小規模法人の負担軽減策について 

・重要性の原則の適用項目の検討 

・事業費・管理費の算定方法 

○ 法人会計区分の義務付けの廃止に伴う収益の考え方 

○ 小規模法人の定義の検討 

○ 中間報告素案について 

 

第８回 平成26年３月27日（木） 
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公益法人の会計に関する研究会検討課題とスケジュール 

 

平成２５年１１月１日 

 

１．検討課題 

（優先順位Ａ） 

 ○小規模法人の負担軽減策 

 適用除外・簡略化の方法及び内容（○公・○会・○委・○ア） 

 小規模法人の定義（○公・○会・○委・○ア） 

 

○公益法人会計基準の適用の在り方 

 しん酌すべき会計基準について（○会） 

→議論の前提としての意見交換 

 基準に規定が無い場合の対応（○会） 

 

〇制度と会計基準の分離可能性（○公） 

→個別項目の議論の前提として意見交換 

 

〇法人会計の区分（必要性）（○公・○ア） 

 

〇財務諸表上の様式・勘定科目の改善（○公・○会・○ア） 

 貸借対照表内訳表の必要性（○公・○ア） 

 正味財産増減計算書及び正味財産増減計算書内訳表（○会・○ア） 

 

（優先順位Ｂ） 

 〇財務三基準の解釈・適用 

    以下について、公益法人の目的・特性を踏まえて、会計処理の具体的方法の

改善についてどう考えるか。 

 収支相償（○公・○会・○委）  

 公益目的事業比率（○公・○ア） 

 遊休財産規制（○公・○会・○委） 

 

〇定期報告書類 

 別表 Hと財務諸表の関係（○公・○会・○ア） 

CO855894
テキストボックス
参考資料１



    
 
 
 

2 
 

  

 〇財務三基準以外の個別項目 

日本公認会計士協会における検討結果を踏まえて議論 

 

 有価証券の評価方法等の考え方、表示方法（○会・○ア） 

 事業費・管理費科目の考え方と表示（○公・○会・○ア） 

 指定正味財産から一般正味財産への振替の考え方（○公・○会・○ア） 

 他会計振替の考え方（○公・○会・○ア） 

 平成 20 年基準で適用可否が明示されていない企業会計基準、又は平成

20 年基準と一部会計上の取扱いが異なる企業会計基準への対応（○会） 

 個別の企業会計基準が改正された場合の平成２０年基準における対応 

の在り方（○会） 

 財産目録の使用目的等欄の表示の必要性（○ア） 

 正味財産増減計算書における資金収支の情報の注記（○公・○ア） 

 

（優先順位Ｃ） 

〇定期報告書類等 

 定期報告書類別表 C(2)の控除対象財産と財務諸表の関係（○公・○会） 

 移行法人の実施事業資産と財務諸表の関係（○公・○会） 

 

○会計基準の設定主体の在り方（○公・○会） 

 

〇法人類型ごとの適用する会計基準の明確化（○ア） 

 

 

※検討課題については、議論の結果、変更することも想定される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※検討課題提出元 

○公：公益財団法人公益法人協会 

○会：日本公認会計士協会 

○委：委員 

○ア：アンケート結果 
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２．スケジュール 

 

●取りまとめの時期等は、検討過程において変更がありうる。 

●節目において、委員会に報告予定。 

 

開催日時 項目 

１０月 

 

〇検討課題優先順位、スケジュールについての議論 

〇他制度や海外での小規模法人の取り扱い 

１１月～２月 

概ね４回程度 

〇小規模法人の負担軽減策 

〇会計基準の適用の考え方の整理 

〇その他主な優先順位Ａの事項について議論 

３月～８月 

概ね５回程度 

〇財務三基準の解釈・適用 

〇別表Ｈの改善策について意見交換 

〇その他主な優先順位 B、C の事項について議論 

年内目途 〇検討結果の最終まとめ 
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